
予算要求資料
平成３０年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費 項：農業費 目：主要農作物対策費
	事業名　需要に応じた米生産拡大推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農産園芸課　水田経営係　電話番号：058-272-1111（内2864）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　2,000千円（前年度予算額：1,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	要求額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	決定額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・平成３０年産米から再生協議会が主体となり、新たな米の需給調整による主食用米の計画的な生産を推進している。
　・需要が見込める飼料用米や米粉用米等への作付転換が進む一方、飼料用米の作付拡大により、業務用の値ごろ感のある米の供給が不足する傾向にある。
　・飼料用米、米粉用米、業務用米等の需要に応じた計画的な生産を推進する必要がある。
　・水田経営の安定を図るため、収量・品質の向上・安定化に資する栽培技術の導入を図る必要がある。
（２）事業内容
　需要が見込める飼料用米、米粉用米、業務用米等の生産拡大の推進や、生産コスト低減技術の実証を行う。
　　ア　低コスト生産に向く多収品種の選定

　　　・地域の土壌や気象条件、作型条件にあった多収品種の選定
　　イ　実需者の信頼に応える安定供給の推進

　　　・単収および品質の安定・向上のための堆きゅう肥の活用実証

　　　・鶏糞ペレットを活用した栽培実証
　ウ　省力・低コスト栽培技術の導入に向けた実証
　　　・地域適応性が高い多収品種と、作型に応じた省力・低コスト栽培技術の組み合わせによるコスト低減効果の確認
　エ　用途に適した品質の確保と付加価値化

　　  ・実需者が求める品質基準を用途ごとに設定できるよう需要実態を調査
　　　　（調査項目）　飼料用米：ＣＰ（粗タンパク）
　　　　　　　　　　　業務用米：米の利用適性評価（炊飯米特性など） 等
（３）県負担・補助率の考え方

　　米の新たな需要動向に応じて、県内各地域で稲作体系を見直し、新たに構築するために必要な取組であり、県負担は妥当である。

（４）類似事業の有無　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	290
	業務旅費

	需用費
	890
	消耗品（県研究機関場内実証、飼料分析、事務）、印刷製本

	役務費
	120
	事務役務費

	委託料
	600
	米質検査

	その他
	100
	現地実証の実施に伴う補償

	合計
	 2,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・ぎふ農業農村基本計画（Ｈ２８～Ｈ３２）
　　＜基本施策＞　３ ＴＰＰ対策の強化

　　　　　　　　（３）農業の競争力向上 ～足腰の強い産地づくり～

　　＜重点施策＞　２ 売れるブランドづくり

　　　　　　　　（１）水田農業の競争力強化　①特徴ある米づくり

事業評価調書（県単独補助金除く）

	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	平成３０年産からの米政策改革以降の水田フル活用を図るため、需要が見込める飼料用米、米粉用米、業務用米等の生産拡大の推進や、生産コスト低減の確立を行う。

（平成30年度から、飼料用米以外に、米粉用米、業務用米等も対象として拡大）


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値

	目　標
	達成率

	飼料用米の作付面積


	747ha
（H25）
	2,436ha
（H27）
	2,900ha
（H28）
	3,047ha
（H29）
	3,360
（H30）
	％
90

	米粉用米の作付面積
	28ha
（H25）
	33ha
（H27）
	32ha
（H28）
	29ha
（H29）
	62ha
（H30）
	％
47

	業務用米の作付面積
	－
	
	6.2ha
(H28)
	42ha
（H29）
	150ha
（H30）
	％
28


注）各年度の経営所得安定対策等の加入申請状況

○指標を設定することができない場合の理由

	


（前年度の取組）

	　飼料用米の本県に適した多収品種の選定及び栽培技術を確立するため、現地実証ほを設置し、適応性調査を行った。

　省力・低コスト栽培技術の導入を図るため、直播栽培や密播疎植栽培等の現地実証を設置して、生育調査等を行った。


（前年度の成果）

	　本県に適した多収品種の候補を選定するとともに、特性を発揮できる栽培技術を確立した。

　また、低コスト、省力栽培技術実証の結果を、導入を希望する農業者等へ技術支援した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	水田フル活用に向け、飼料用米、米粉用米等への作付誘導を図ることは必要である。
主食用米の３割を占める業務用米（中食・外食用）の需要が増加傾向にあり、業務用米の生産振興は必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	主食用米の需要が減少する中、水田フル活用を図るため、飼料用米等への作付転換が進み、取組が定着している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	市町村、農業団体等と協力して、生産性の向上、省力・低コスト化に資する技術導入検討を行い、効率的に事業を実施している。


（今後の課題）

	　平成30年産からの米政策改革以降も、需要に応じた生産による水田フル活用を図る必要がある。

　このため、需要が見込める飼料用米、米粉用米、業務用米等の生産拡大を推進する必要がある。


（次年度の方向性）
	生産性向上（新品種の導入、収量性の向上・作業コスト低減）による生産体系の確立を推進する。

需要が見込める飼料用米、米粉用米、業務用米等の計画的な生産拡大を推進する。


